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子ども・子育て支援法改正の概要
（仕事・子育て両立支援事業の新設）



子ども・子育て支援法の一部を改正する法律の概要

【概要】
１．仕事・子育て両立支援事業の創設
〇 政府が事業所内保育業務を目的とする施設等の設置者に対する助成及び援助を行う事業（仕事・子育て両立支
援事業）を創設する。
注） 仕事・子育て両立支援事業については、全国的な事業主の団体の意見を聴きながら実施。

２．事業主拠出金の率の引き上げ等
〇 一般事業主から徴収する拠出金（事業主拠出金）の対象事業に仕事・子育て両立支援事業を追加する。
注） 現行では、児童手当事業及び地域子ども・子育て支援事業のうち放課後児童クラブ、病児保育、延長保育の財源として厚生年金保険料等と
併せて徴収。

〇 事業主拠出金の率の上限を１，０００分の１．５以内から１，０００分の２．５以内に引き上げる。
※ その他、特別会計に関する法律（平成１９年法律第２３号）の一部改正（年金特別会計の子ども・子育て支援勘定の歳出項目に仕事・子育て
両立支援事業費を追加する等）等を行う。

【施行期日】平成28年４月１日

○ 一億総活躍社会「夢をつむぐ子育て支援（第二の矢）」の実現に向けて、事業主拠出金制度を拡充
・ 待機児童解消加速化プランに基づく平成29年度末までの保育の受け皿整備の目標を上積みし、40万人分から50万人分整備
することとした。
・ これを受け、事業所内保育業務を目的とする施設等の設置者に対する助成及び援助を行う事業を創設するとともに、一般事
業主から徴収する拠出金の率の上限を引き上げる等の措置を講ずる。
・ これにより、事業主拠出金制度を拡充し、最大５万人の保育の受け皿の整備など子ども・子育て支援の提供体制の充実を図
る。
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仕事・子育て両立支援事業等のイメージ図

【財源の確保】
事業主拠出金の拠出金率の上限引き上げ（標準報酬の０．１５％→０．２５％） ※事業主負担のみ（労働者負担なし）
・平成２８年度は０．２ ％（＋０．０５％）： ８３５億円
・平成２９年度は０．２３％（＋０．０８％）：約１３００億円 ※平成３０年度以降は実施状況を踏まえ、協議の上決定
（注）拠出金は、厚生年金保険料等と併せて徴収

【子ども・子育て支援の充実】

＜病児保育の拡充＞ 、＜企業主導型ベビーシッター利用者支援事業＞

＜企業主導型保育事業＞
☆企業の負担により、従業員の多様な働き方に応じた柔軟な事業所内保育を支援
（特長）
・夜間等時間帯のずれた働き方に対応
・休日等の利用に対応
・短時間等の非正規社員の利用に対応
・複数企業での設置が可能、整備費・運営費の支援により、中小企業の設置に対応
・設置に当たり市町村の関与なく企業の柔軟な取組に対応

【背景】：待機児童解消加速化プラン・・・平成２９年度末までに待機児童解消を目指す。
平成２９年度末までの保育の受け皿の整備目標を上積み ： ４０万人 ⇒ ５０万人（＋１０万人）

＋５．６万人分・・・市町村主体の認可保育所等の上積みで対応（市町村計画の合計数）
←市町村の積極的な取組に対し、整備費・運営費について国費で支援

＋５万人分・・・企業主導型保育事業により、最大５万人分の受け皿確保
←事業主拠出金（後掲）財源による整備費・運営費の支援

（具体例）
・小売り、飲食、
２４時間稼働工場、公共交通

・パートタイマー
・工業団地、卸売団地、複合商業施設

「10
万
人
」の

内
訳
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仕事・子育て両立支援事業の概要
（企業主導型保育事業）
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Ⅰ 事業の目的及び内容

企業主導型保育事業について

企業主導型の事業所内保育事業を主軸として、多様な就労形態に対応する保育サービスの
拡大を行い、保育所待機児童の解消を図り、仕事と子育てとの両立に資することを目的として、
企業主導型保育事業を実施していくこととしています。

本事業の主な内容としては、

① 多様な就労形態に対応した保育サービスの拡大を支援するための仕組みであること

② 市区町村による計画的整備とは別枠で整備可能であり、設置の際や利用の際に市
区町村の関与を必要としないこと

③ 地域枠も自由に設定できること（利用定員の５０％以内）

④ 運営費や施設整備については、子ども・子育て支援新制度の小規模保育事業等の
公定価格に準じた支援が行われること

など、企業主導型保育事業の特色・メリットを活かした事業展開を図ることができます。
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Ⅱ 事業の実施者

○ 企業主導型保育事業を実施することができるのは、以下の３類型としています。

① 子ども・子育て拠出金を負担している事業主（厚生年金の適用事業所等）が、自ら事業所内保
育施設を設置し、企業主導型保育事業を実施する場合

※ 複数企業による共同設置や他企業と共同利用することも可能です。

② 保育事業実施者（保育所等を運営している事業者）が設置した認可外保育施設を、子ども・子育て
拠出金を負担している事業主（厚生年金の適用事業所等）が活用する場合

※ 保育事業実施者にあっては、独自財源で認可外保育施設を設置し、本事業（運営費）の助成
を受けることも、本事業の施設整備費を活用して、事業を実施することも可能です。

③ 既存の事業所内保育施設の空き定員を、設置者以外の子ども・子育て拠出金を負担し
ている事業主（厚生年金の適用事業所等）が活用する場合

次に掲げる実施主体や公的助成を受けながら事業を実施している認可外保育施設等は、本事業の助
成対象外になりますので、ご注意ください。

ⅰ 国、地方公共団体
ⅱ 子ども・子育て支援法に基づく確認を受けている施設又は事業者

ⅲ 『地域医療介護総合確保基金』、 『事業所内保育施設設置・運営等支援助成金』の助成を受けて
いる事業

ⅳ その他、公的助成を受けて実施している事業
ⅴ 申請前5年間で、保育施設の閉鎖命令や、助成の取消し等を受けていないこと。

留意事項 １
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Ⅲ 利用対象者等

企業主導型保育事業の助成を受けた子ども・子育て拠出金を負担している事業主等は、事業の実施
に当たり、児童福祉法第５９条の２第１項の規定に基づき、都道府県知事に対し届出を行う必要があり
ます。

留意事項 ２

○ 企業主導型保育事業の実施に当たっては、自社等の従業員が利用する『従業員枠』のみで

運営することもできますが、地域の住民等が利用する『地域枠』を設けて運営することも可能で

あり、利用者がどの枠に該当するかは、以下のとおりになります。

従業員枠 地域枠（設定は任意）

 事業実施者の従業員の児童

 事業実施者と利用枠契約を締結した子ども・子
育て拠出金を負担している事業主の従業員の
児童
※いずれも非正規労働者を含む（子ども・子育
て支援法における保育認定は不要）

 従業員枠の対象外の児童

（子ども・子育て支援法における保育認定を受
けた者の児童等）

※地域枠を設ける場合、総定員の５０％以内

※保護者のいずれもが就労要件等を満たすことが必要
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Ⅳ 職員配置基準

企業主導型保育事業を実施するにあたり、保育従事者の数は、次の①から④に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める数の合計数に、「１」を加えた数以上とします。

① 乳児 おおむね３人につき１人

② 満１歳以上満３歳に満たない幼児 おおむね６人につき１人

③ 満３歳以上満４歳に満たない児童 おおむね２０人につき１人

④ 満４歳以上の児童 おおむね３０人につき１人

職 員 資 格

上記「職員数」から算出される保育従事者数の半数以上は、保育士資格を有している必要

があります。（保育の質の向上のため、保育士の割合が高くなる（75％、100％）ほど、補助単

価が高くなります。）

その他の保育従事者にあっては、子育て支援員資格を既に有しているか、地方自治体が実

施する「子育て支援員研修」や公募団体等が行う研修等を受講する必要があります。

※ 子育て支援員；「子育て支援員研修事業の実施について（平成27年5月21日付け雇児発0521第18号雇用均等・児

童家庭局長通知）」に規定する子育て支援員をいう。

職 員 数

≪参考≫
職員数 0歳児（1：3）＋１・２歳児（1：6）＋3歳児（1：20）＋４・５歳児（1:30）＋1名＝職員数（最低２名配置）
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Ⅴ 設備基準

企業主導型保育事業における設備基準については、次のとおりであり、本事業の助成を受け
る際の前提条件となります。

① 利用定員20人以上の施設については、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準
（平成26年4月30日厚生労働省令第61号）第43条に定める基準を遵守。

※ ただし、同基準に拠り難い特別の事情があると認められる場合においては、同基準を標準として、公募団体が
定める基準によることができるものとします（②についても同様）。

② 利用定員19人以下の施設については、同基準第48条により準用する同基準第28条に定
める基準を遵守。

③ 上記に定めるもののほか、『認可外保育施設に対する指導監督の実施について（平成13
年厚生労働省雇児発第177号）別添「認可外保育施設指導監督基準」』を遵守。



企業主導型保育事業の運営・設置基準

子ども・子育て支援新制度の事業所内保育事業

企業主導型保育事業
認可外保育施設

認可外保育施設指導監督基準
定員２０人以上

定員１９人以下
（小規模保育事業と同様）

職
員

職員数

０歳児 ３：１
１・２歳児 ６：１
３歳児 ２０：１
４・５歳児 ３０：１
最低２人配置

保育所（定員20人以上）の
配置基準＋１名以上
最低２人配置

保育所（定員20人以上）の
配置基準＋１名以上
最低２人配置

０歳児 ３：１
１・２歳児 ６：１
３歳児 ２０：１
４・５歳児 ３０：１
最低２人配置

資格

保育士
※保健師、看護師又は准看護

師のみなし特例（１人ま
で）

保育従事者（1/2以上保育士）
※保健師、看護師又は准看護師

のみなし特例（１人まで）
※保育士以外には研修実施

小規模保育事業と同様
※保育士以外には研修実施
（研修修了予定者等を含む）

保育従事者（1/3以上保育
士）
※看護師、准看護師でも可
※１日に保育する乳幼児６人

以上施設

設
備
・
面
積

保育室
等

０・１歳児
乳児室 1.65㎡／人
ほふく室 3.3㎡／人

２歳児以上
保育室又は遊戯室1.98㎡／人

０・１歳児
乳児室又はほふく室3.3㎡／人
２歳児以上 1.98㎡／人

原則、事業所内保育事業と同
様
※認可外基準は遵守

保育室 1.65㎡／人

※０歳児は他年齢の幼児の
保育室と別区画

屋外
遊戯場

２歳児以上 3.3㎡／人 ２歳児以上 3.3㎡／人
原則、事業所内保育事業と同
様

－

処
遇
等

給食

自園調理
（連携施設等からの搬入可）
調理室
調理員

自園調理
（連携施設等からの搬入可）
調理設備
調理員

原則、事業所内保育事業と同
様
※認可外基準は遵守

自園調理（外部搬入可）
調理室
調理員

12
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企業主導型保育事業（運営費、整備費）の助成金の額については、次のとおりとなります。

① 運営費に関しては、子ども・子育て支援新制度の小規模保育事業等の公定価格と同水準

② 整備費については、認可保育所の施設整備と同水準

Ⅵ 助成金の額

地域住民
直接申込み

企業A枠 企業B枠

地域枠
従業員枠

企業B

企業A
（複数企業も可）

従業員

設置・委託

従業員

利用

○ 企業Ａ（事業実施者）が保育園（定員１２人）を設置＊する場合 ＊運営委託が可能です。

・運営費（定員１２人（乳児３人、１・２歳児９人）、東京都特別区、１１時間開所、保育士比率５０％の場合）

基本額 約２，６００万円(年額）
各種加算 延長保育、病児保育、夜間保育など（実施に応じて加算）

・整備費（定員１２人、東京都、新設の場合） ※既存施設の改修にも補助があります。

基本額 約８，０００万円
各種加算 病児保育スペース、一時預かりスペースなど（実施に応じて加算）

モデル例
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Ⅶ 留意事項

① 児童福祉法第５９条の２第１項の規定に基づき、都道府県への届出が必要であること。

② 共同利用に当たっては、設置企業と利用企業の間で「利用する定員」及び「利用に係る利用企

業の費用負担」を含む利用契約を結ぶこと。

③ 保育料の設定については、子ども・子育て支援新制度下における利用者負担額の水準を必要

以上に超えない範囲で設定すること（なお、公定価格同様、上乗せ徴収・実費徴収も可）｡

④ 定期的に第三者評価の受審に努めることとともに、必要に応じ国及び公募団体による助言・指

導に応じること。

⑤ 利用者又は保護者からの苦情の窓口等を設置すること。

⑥ 事業実施者は、保育所保育指針を踏まえ、保育を実施するとともに、 「教育・保育施設等にお

ける事故防止及び事故発生時の対応のためのガイドライン」を参考に適正な対応を行うこと。事

故が発生した場合には、認可施設と同様に都道府県へ報告を行うこと。また、保育事業実施者

は、賠償責任保険等に加入し、賠償事由が発生した場合には、速やかに対応を行うこと。

⑦ 利用者への情報提供に努めること。

企業主導型の事業所内保育事業を実施するに当たっての主な留意事項を下記のとおりとなり
ますので、事業実施する際は、ご注意ください。

留意事項



助成対象のイメージ
及び

助成金（運営費・整備費）のイメージ



【整備費】及び【運営費】の助成を受けることが可能

助成対象のイメージ

【整備費】 定額（施設整備に必要な費用の３／４相当分）

【運営費】 定額（企業の自己負担相当分及び利用者負担相当分を除く部分）
※一人当たり単価に利用人数を乗じた額を基本に助成（使途制限は設けない）

※１１時間開所を基本に単価設定（１３時間開所の単価も設定。多様な働き方への対応へのインセンティブ付けを行う）

助成の内容

新設の場合

① 定員を増員した場合

 新規増員分で企業主導型保育事業を実施す
る場合に増員部分を補助。

 【整備費】については、一定程度の定員増を
図った上で増改築を実施する場合には、既存
分を含めた増改築全体に対して助成。

② 「空き定員」を活用した場合

 自社従業員に使われていない「空き定
員」分を活用して他の一般事業主従業
員の子ども等を一時的に受け入れた場
合に、【運営費】を助成。

「空き定員」で他社従業員
の子を受入れ ⇒運営費
助成

既存の事業所内保育施設の場合

（増改築には一定要件の
下に整備費助成）

増築の上、定員増
⇒整備費・運営費助成

（例） （例）
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以下の例について、助成の対象



利用者負担額相当分

運営費

基本分
単価

企業自己負担相当分

（各種加算）

利用者年齢区分に応じ、一
定割合程度を想定（認可保
育等と同様の水準）

Ａ×５％程度を想定

• 地域区分（８区分）
• 定員区分
• 年齢区分（４区分）
• 開所時間区分（２区分）
• 保育士比率（100％、

75％、50％）

• 延長・夜間保育加算*
• 預かりサービス加算*
• 賃借料加算*
• 非正規労働者受入推進

加算
• 病児保育加算*
• 連携推進加算

 運営費の保育単価は、子ども・子育て支援新制度の小規模保育事業等の公定価格
をベースに設定。施設型給付と同様、使途制限は設けない。

・ 地域区分、定員区分、年齢区分、開所時間区分、保育士比率区分（１００％、７５％、５０％）を設ける。

*公定価格や地域

子ども・子育て支援
事業に相当

新制度の小規模保
育事業に相当

※保育の質の向上
のため、保育士の割
合に応じて補助が増
える仕組

運営費のイメージ

１７

保護者の所得は考慮
しない（実際の企業負
担、利用者負担の設定
は事業実施者の裁量
だが、これを必要以上
に超えて高額にならな
いよう設定）

(A)
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各種加算の内容（運営費）

「延長保育事業の実施について（平成27年7月17日雇児発0717第10号）」に定める基準に準
じ、１日当たり、11時間（1日13時間開所の事業所の場合は13時間）の開所時間の前後の時間
において、さらに30分以上の延長保育を実施した場合に行われる加算をいう。

なお、対象児童の算定方法は以下のとおりとする。

ア １時間延長

開所時間を超えて１時間以上の延長保育を実施しており、延長時間内の１日当たり平
均対象児童数が６人以上いること。

イ ２時間延長

開所時間を超えて２時間以上の延長保育を実施しており、延長時間内の１日当たり平
均対象児童数が３人以上いること。

ウ ３時間以上の延長

イと同様１時間毎に区分した延長時間以上の延長保育を実施しており、延長時間内の
１日当たり平均対象児童数が３人以上いること。

エ 30分延長
上記ア～ウに該当しないもので、開所時間を超えて30分以上の延長保育を実施してお

り、延長時間内の１日当たり平均対象児童数が１人以上いること。

延長保育加算
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開所時間は11時間（1日13時間開所の事業所の場合は13時間）とし、午後10時まで開所し、

仮眠のための設備及びその他夜間保育のために必要な設備、備品を備えている場合に行わ
れる加算をいう。

夜間保育加算

企業主導型保育事業の定員内に、例えば、産前や産後休暇以降の職場復帰を控えている
保護者の子供など非正規労働者の子供を、優先的に入所させるための枠を別に設けている場
合に行われる加算をいう。

非正規労働者受入推進加算

「病児保育事業の実施について（平成27年7月17日雇児発0717第12号）」に定める基準に準

じ、保育を必要とする乳児、幼児又は保護者の労働もしくは疾病その他の事由により家庭にお
いて保育を受けることが困難となった小学生であって疾病にかかっているものについて、保育
を行う事業を実施する場合に行われる加算をいう。

病児保育加算

「一時預かり事業の実施について（平成27年27文科初第238号・雇児発0717第11号）」に定

める基準に準じ、家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳児又は幼児につい
て、企業主導型保育所において、一時的に預かり、必要な保護を行う事業を実施する場合に行
われる加算をいう。

預かりサービス加算
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以下の要件全てを満たす施設に対し行われる加算をいい、定員区分ごとの加算額を上限と
する。

ア 保育の用に供する建物が賃貸物件であること。
イ アにより、賃借料が発生していること。

※ ただし、上記の要件に適合しなくなった場合には、要件に適合しなくなった日の属す
る月の翌月（月初日に適合しなくなった場合はその月）から加算の適用が無いものとす
る。

賃借料加算

公募団体への助成申請手続、企業間の連携、地域枠の子どもの受入、市町村への情報提
供など、企業主導型保育事業を実施するうえで必要な職員を、必要となる保育従事者に加え
て、別途、配置した場合に行われる加算をいう。

連携推進加算



企業自己負担相当分

 整備費の助成単価は、認可保育所整備費の単価と同一水準とする。
 助成単価は定額（３／４相当分）を交付する。

（基本単価）

（各種加算）

• 地域区分
（４区分、標準／都市部）

• 定員区分

基準額
（Aの３／４相当）

Ａ×１／４を想定

• 環境改善加算
• 地域交流・一時預かり

スペース加算
• 病児保育スペース加算

ほか

整備費のイメージ
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認可保育所
整 備 費
基 準 額 (A)

企業自己負担
相当分

仮に実支出額が基準
額を下回った場合、当
該額の、３／４が助成
額となる
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既存建物等を活用する場合等に、児童の安全性を考慮する等、建物の入口周辺や病児保
育施設までの経路等を児童向けの環境に整備する際に、加算をする。

環境改善加算

建物に固定して一体的に整備する下記に掲げる工事を行った場合に、加算をする
①水の循環・再利用の整備

施設から排出される生活雑排水等の循環・再利用のための整備
②生ごみ等処理の整備

施設から出るごみの有効活用及び排出量の抑制等ごみ処理のための整備
③ソーラーの整備

光熱水費等の節減及び地域の環境保全のためのソーラーの整備
④消融雪設備整備

建物に固定して一体的に整備する消融雪設備（企業主導型保育施設が、豪雪地帯対策
特別措置法（昭和37年法律第73号）に規定する特別豪雪地域に設置される場合に限る。）
⑤その他

資源の有効活用及び地域の環境保全のための整備であって必要と認められるもの

特殊附帯工事加算

各種加算の内容（整備費）



23

新たに土地を貸借して建物を整備する場合に、加算をする。
※整備を行う年度に係る分に限る。

土地借料加算

一時預かりや地域に密着した独自事業を実施する場合で、専用スペースを
整備する場合に加算をする（親子交流、情報交換の場など）。

地域交流・一時預かりスペース加算

病児保育を実施、又は実施予定の場合で、専用スペースを整備する場合に加算をする。

病児保育スペース加算



子育て支援員研修について



１

○ 子ども・子育て支援新制度において実施される小規模保育、家庭的保育、ファミリー・サポート・センター、一時
預かり、放課後児童クラブ、地域子育て支援拠点等の事業や家庭的な養育環境が必要とされる社会的養護に
ついては、子どもが健やかに成長できる環境や体制が確保されるよう、地域の実情やニーズに応じて、これらの
支援の担い手となる人材を確保することが必要。

○ このため、地域において保育や子育て支援等の仕事に関心を持ち、保育や子育て支援分野の各事業等に従

事することを希望する者に対し、多様な保育や子育て支援分野に関しての必要な知識や技能等を修得するため
の全国共通の研修制度を創設し、これらの支援の担い手となる「子育て支援員」の養成を図る。

○ 国で定めた「基本研修」及び「専門研修」を修了し、「子育て支援員研修修了
証書」（以下「修了証書」という。）の交付を受けたことにより、子育て支援員とし
て保育や子育て支援分野の各事業等に従事する上で必要な知識や技術等を
修得したと認められる者

○ 研修内容は各事業等に共通する「基本研修」と特性に応じた専門的内容を
学ぶ「専門研修」により構成され、質の確保を図る。

○ 研修修了者を「子育て支援員」として研修の実施主体が認定。全国で通用。

趣 旨

「子育て支援員」とは

「子育て支援員」研修について

小規模保育等の保育
分野や放課後児童クラ
ブ、社会的養護、地域
子育て支援 など子ど
も・子育て分野に従事

実施主体（都道府
県・市町村等）に

研修申込

研修受講

基本 専門

修了証書の
発行

子育て支援員
に認定

研修受講から認定までの流れ
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放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ

（
補
助
員
）

注）主な事業従事先を記載したものであり、従事できる事業はこれらに限られない（障害児支援の指導員等）。

乳
児
院
・児
童
養
護
施
設
等

（
補
助
的
職
員
）

基本研修
８科目・８時間

６科目・
９時間

（共通科目）
１２科目１５～１５．５時間

９科目・
２４時間

９科目・
１１時間

子育て支援員研修の体系

注）赤枠は、研修が従事要件となる事業。青枠は、研修の受講が推奨される事業。

放課後児童
コース

社会的養護
コース

地域保育コース 地域子育て支援
コース

専
門
研
修

小
規
模
保
育
事
業

（
保
育
従
事
者
）

家
庭
的
保
育
事
業

（
家
庭
的
保
育
補
助
者
）

一
時
預
か
り
事
業

（
保
育
従
事
者
）

事
業
所
内
保
育
事
業

（
保
育
従
事
者
）

子
育
て
援
助
活
動
支
援
事

業
（フ
ァ
ミ
リ
ー
・サ
ポ
ー

ト
・セ
ン
タ
ー
事
業
）

（
提
供
会
員
）

６科目・６～６．５時間
＋２日以上

６科目・
６～６．５時間
＋２日以上

４科目・
６．５時間

利
用
者
支
援
事
業
・基
本
型

（
専
任
職
員
）

利
用
者
支
援
事
業
・特
定
型

（
専
任
職
員
）

地
域
子
育
て
支
援
拠
点
事
業

（
専
任
職
員
）

５科目・
５．５時間

６科目・
６時間

地域型保育

※「利用者支援事業・特定型」については、自治体によって、実施内容に違いが大きい可能性があるため、地域の実情に応じて科目を追加することを想定。

（※）
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子育て支援員の認定の仕組み（実施主体の事務の主な流れ）

修了証の交付

修了コースに応じ、子育
て支援の事業等に従事

（全国共通）

・個人情報の保護に
十分留意

受付・受講の調整 基本研修の実施 専門研修の実施

修了者名簿の作成・管理

(※1)研修の実施については民間
への委託も可

制度の広報
研修の開催案内等

必要に応じてフォローアッ
プ・現任研修の実施

（基
本
研
修
の
修
了
）

※2  基本研修と専門研修の実施主体が異
なる場合には受付・受講の調整を行う。

＜実施主体＞
・都道府県又は市町村(※1)

・指定事業者

放課後児童コース

社会的養護コース

地域保育コース

地域子育て支援コース

受講申込書
の提出

子育て支援に関する
基礎的な知識等の修
得や自覚の醸成

子育て支援分野の各種
事業に従事するために必
要な専門的な知識・技能
等の修得

子育ての経験を活
かし地域で保育や
子育て支援の仕事
がしたい！

子育て支援の仕事
に興味がある！

・修了証の交付は
専門研修の実施
主体の長が行う。

・修了証はコース
別に交付。

・子育て支援員研修修了証を有し
ている者は、再度別のコース等の
研修受講の際には、基本研修の受
講を要しない。

・住民票等から本人の確認
・受講状況の確認（必要な場合
には自治体間で情報連携）

・受講に係る各種調整等

子育て支援員

・過去に修了した科目がある場合には
一部科目修了証をもって履修したもの
とみなし当該科目については受講を要
しない。（専門研修も同様）

(※2)
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